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企画に当たって

識者に問う

米国のトランプ政権が打ち出した高関税政策が世界を揺さぶっている。
この政策はどのような背景の下で生まれたのか、
日本はどう対応すべきなのか探った。



わたしの構想―No. 77　2025. 6

第 2次トランプ政権が発足して数か

月が経過し、「トランプ 2.0」の内実

が明らかになってきた。政権のとっ

た政策の中でも広く国際的に衝撃を

与えたのは高い関税である。同盟国

ですら標的とした高関税はいったい

どのような理念に基づくのか。背景

にはどのような政治過程があるのか。

また、トランプ政権の高関税による

負の影響を最小限に抑えるために、

日本はどのような戦略をとるべきだ

ろうか。米国の政治、経済、外交を

よく知る専門家に話を聞いた。

トランプ2.0の
実相を理解し、
戦略を立てよ



企
画
に
当
た
っ
て

A B O U T  T H I S  I S S U E

ト
ラ
ン
プ
二・〇
の

実
相
を
理
解
し
、
戦
略
を
立
て
よ

―
米
国
が
突
き
付
け
る
難
問
の
背
景
を
読
み
解
く

「
ト
ラ
ン
プ
二
・
〇
」
が
世
界
を
席
巻
し
て
い
る
。
気
候
変
動
対
策
の
国
際
的
枠
組
み
「
パ
リ
協
定
」
か
ら
の
離
脱
、世
界
保
健
機
関
（
Ｗ

Ｈ
Ｏ
）
脱
退
、「
性
別
は
男
性
と
女
性
の
二
つ
」
と
す
る
方
針
な
ど
、
大
統
領
令
や
新
方
針
が
矢
継
ぎ
早
に
打
ち
出
さ
れ
、
国
内
外
の
人
々

に
大
き
な
衝
撃
を
与
え
て
い
る
。

な
か
で
も
注
目
を
集
め
た
の
が
、
四
月
二
日
に
発
表
さ
れ
た
「
相
互
関
税
」
で
あ
る
。
貿
易
相
手
国
の
関
税
率
や
非
関
税
障
壁
を
考
慮

し
て
（
と
さ
れ
る
）、
米
国
が
関
税
を
引
き
上
げ
る
と
い
う
も
の
で
、
日
本
に
は
二
四
％
、
Ｅ
Ｕ
に
は
二
〇
％
、
中
国
に
は
三
四
％
（
三

月
ま
で
に
課
し
て
い
た
別
の
追
加
関
税
と
合
わ
せ
る
と
、
一
時
、
累
計
で
一
四
五
％
に
達
し
た
）
の
関
税
が
課
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

た
だ
し
、
本
稿
執
筆
時
点
（
五
月
）
で
は
、
各
国
と
の
交
渉
を
行
う
と
し
て
関
税
の
発
動
は
一
時
停
止
さ
れ
て
い
る
。

お
よ
そ
経
済
合
理
性
を
欠
い
た
、
こ
の
よ
う
な
対
外
経
済
政
策
の
背
景
に
、
ト
ラ
ン
プ
政
権
は
い
か
な
る
発
想
を
持
っ
て
い
る
の
か
。

そ
し
て
、
日
本
は
こ
の
動
き
に
ど
の
よ
う
に
応
じ
る
べ
き
か
―
―
。『
わ
た
し
の
構
想
』
第
七
七
号
で
は
、「
ト
ラ
ン
プ
二
・
〇
の
実
相
を

理
解
し
、
戦
略
を
立
て
よ
」
と
い
う
テ
ー
マ
の
下
、
五
人
の
識
者
に
う
か
が
っ
た
。

政
策
の
背
景
に
あ
る
思
想
、
大
統
領
の
支
持
基
盤
の
起
源

東
京
大
学
の
平
松
彩
子
准
教
授
は
、
次
々
と
非
常
識
と
も
思
え
る
政
策
が
実
行
に
移
さ
れ
る
背
景
と
し
て
、
共
和
党
保
守
派
が
「
大
統

領
こ
そ
が
米
国
民
の
声
を
一
元
的
に
代
表
し
得
る
唯
一
の
存
在
で
あ
る
」
と
す
る
発
想
の
下
、
大
統
領
個
人
へ
の
権
限
集
中
を
進
め
て
い

る
点
を
挙
げ
る
。
そ
の
結
果
、
ト
ラ
ン
プ
の
耳
に
届
い
た
単
純
な
政
策
ア
イ
デ
ア
が
、
議
会
の
審
議
を
経
る
こ
と
な
く
大
統
領
令
と
し
て

発
動
さ
れ
る
事
態
が
続
い
て
い
る
。
ト
ラ
ン
プ
は
秩
序
の
混
乱
や
不
確
実
性
そ
の
も
の
を
交
渉
の
材
料
と
見
な
し
、
そ
れ
に
よ
っ
て
相
手

か
ら
譲
歩
を
引
き
出
そ
う
と
す
る
。
し
た
が
っ
て
日
本
に
は
、
拙
速
な
対
応
を
避
け
、
米
国
の
出
方
を
慎
重
に
見
極
め
た
上
で
、
戦
略
的

に
立
ち
回
る
姿
勢
が
求
め
ら
れ
る
と
い
う
。

Ｉ
Ｎ
Ｃ
Ｊ
の
志
賀
俊
之
会
長
と
北
海
道
大
学
の
橋
本
努
教
授
が
共
通
し
て
指
摘
し
て
い
る
の
は
、
ト
ラ
ン
プ
政
権
お
よ
び
共
和
党
の
政

策
の
重
心
が
、
こ
れ
ま
で
の
ウ
ォ
ー
ル
街
（
大
企
業
・
金
融
界
）
か
ら
労
働
者
や
中
小
企
業
へ
移
っ
て
い
る
点
で
あ
る
。
こ
の
変
化
は
、

各
国
と
の
関
税
・
通
商
交
渉
を
主
導
す
る
ベ
ッ
セ
ン
ト
財
務
長
官
も
明
言
し
て
お
り
、
ヴ
ァ
ン
ス
副
大
統
領
や
ル
ビ
オ
国
務
長
官
に
近
く
、

今
回
の
関
税
政
策
に
も
関
与
し
た
と
さ
れ
る
政
策
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
オ
レ
ン
・
キ
ャ
ス
氏
も
、
こ
う
し
た
方
向
性
を
強
調
す
る
。

志
賀
氏
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
市
場
と
株
主
ば
か
り
を
重
視
し
て
き
た
企
業
の
姿
勢
が
、
国
内
の
雇
用
創
出
や
納
税
と
い
っ
た
社
会
的
責
任

の
軽
視
を
招
い
た
と
指
摘
す
る
。
そ
の
結
果
、
米
国
で
は
製
造
業
か
ら
Ｉ
Ｔ
産
業
へ
の
転
換
に
成
功
し
た
も
の
の
、
労
働
者
の
一
部
は
そ

の
恩
恵
か
ら
取
り
残
さ
れ
、「
米
国
第
一
主
義
」
を
掲
げ
る
ト
ラ
ン
プ
政
権
の
誕
生
を
後
押
し
し
た
。
日
本
も
こ
の
教
訓
を
踏
ま
え
、
現

地
調
達
を
重
視
し
た
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
構
築
や
、
株
主
で
は
な
く
従
業
員
・
取
引
先
・
地
域
社
会
と
い
っ
た
多
様
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル

ダ
ー
を
重
視
す
る
企
業
文
化
へ
の
転
換
を
進
め
る
べ
き
と
す
る
。 Ｎ

Ｉ
Ｒ
Ａ
総
合
研
究
開
発
機
構 

理
事
長
／
東
京
大
学
公
共
政
策
大
学
院 

教
授

谷
口
将
紀
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KEY
WORDS

ト
ラ
ン
プ
二
・
〇
の
発
想
、
相
互
関
税
、
政
府
内
政
治

前
出
の
キ
ャ
ス
氏
に
よ
れ
ば
、
ト
ラ
ン
プ
政
権
は
現
在
、
さ
ま
ざ
ま
な
集
団
の
利
害
が
一
致
し
た
り
、
対
立
し
た
り
し
な
が
ら
、
連
合

を
形
成
す
る
途
上
に
あ
る
と
い
う
。「
ト
ラ
ン
プ
政
権
は
」
と
、
単
一
の
主
体
と
し
て
語
る
の
で
は
な
く
、
政
策
が
複
数
の
ア
ク
タ
ー
間

の
駆
け
引
き
の
結
果
と
し
て
決
定
さ
れ
る
「
政
府
内
政
治
」
に
目
を
凝
ら
し
た
い
。

谷
口
将
紀
（
た
に
ぐ
ち
・
ま
さ
き
）�

Ｎ
Ｉ
Ｒ
Ａ
総
合
研
究
開
発
機
構
理
事
長
。
東
京
大
学
公
共
政
策
大
学
院
教
授
。
博
士
（
法
学
）（
東
京
大
学
）。
専
門
は
政

治
学
、
現
代
日
本
政
治
論
。

橋
本
氏
に
よ
る
と
、
ト
ラ
ン
プ
の
根
底
に
は
、
新
保
守
主
義
に
基
づ
く
「
勤
勉
な
労
働
者
が
国
を
支
え
る
」
と
い
う
倫
理
観
が
あ
る
。

そ
の
実
現
の
た
め
、
た
と
え
商
品
が
割
高
に
な
っ
て
も
高
関
税
を
導
入
し
、
製
造
業
の
国
内
回
帰
と
白
人
労
働
者
階
級
の
再
建
を
図
る
。

そ
し
て
日
本
は
、
保
護
主
義
を
超
え
た
「
あ
る
べ
き
関
税
制
度
と
は
何
か
」
と
い
う
理
念
を
提
示
し
、
法
の
支
配
の
下
で
の
自
由
貿
易
を

促
進
し
つ
つ
、
非
民
主
主
義
国
に
対
し
て
は
高
関
税
を
課
す
こ
と
に
よ
っ
て
民
主
化
へ
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
与
え
る
国
際
的
枠
組
み
の

議
論
を
主
導
す
べ
き
だ
と
述
べ
る
。

ト
ラ
ン
プ
一
・
〇
か
ら
先
鋭
化
し
た
自
国
優
先
主
義
、
変
化
す
る
対
中
政
策

第
一
次
ト
ラ
ン
プ
政
権
と
の
異
同
に
つ
い
て
、
継
続
的
な
側
面
に
注
目
す
る
の
が
東
京
大
学
の
大
橋
弘
教
授
で
あ
り
、
変
化
に
着
目
す

る
の
が
キ
ヤ
ノ
ン
グ
ロ
ー
バ
ル
戦
略
研
究
所
の
峯
村
健
司
主
任
研
究
員
で
あ
る
。

大
橋
氏
に
よ
る
と
、
ト
ラ
ン
プ
政
権
の
経
済
政
策
は
、
自
国
主
義
と
そ
の
手
段
と
し
て
の
産
業
政
策
の
復
権
と
い
う
世
界
金
融
危
機
以

降
の
流
れ
を
受
け
継
い
で
い
る
。
高
関
税
を
振
り
か
ざ
し
、
米
国
第
一
を
唱
え
る
ト
ラ
ン
プ
政
権
を
前
に
、
ナ
イ
ー
ブ
な
自
由
経
済
主
義

は
国
益
を
守
る
こ
と
を
困
難
に
す
る
。
日
本
は
、
ア
ジ
ア
各
国
で
米
国
離
れ
が
進
む
現
状
を
好
機
と
捉
え
、
現
在
の
取
り
組
み
を
加
速
し

て
多
様
な
関
係
国
に
経
済
基
盤
を
作
る
べ
き
だ
、
と
い
う
の
が
同
氏
の
主
張
で
あ
る
。

一
方
、峯
村
氏
は
、第
一
次
ト
ラ
ン
プ
政
権
を
主
導
し
た
「（
中
国
共
産
党
）
体
制
転
換
派
」
は
政
権
を
離
れ
、現
在
は
「
優
先
順
位
派
」

が
影
響
力
を
持
っ
て
い
る
と
説
明
す
る
。
優
先
順
位
派
は
、
も
は
や
米
国
が
唯
一
の
超
大
国
で
は
な
い
と
い
う
現
実
を
直
視
し
、
中
国
の

ア
ジ
ア
覇
権
の
阻
止
に
国
家
資
源
を
優
先
的
に
投
入
す
べ
き
だ
と
考
え
る
。
こ
う
し
た
状
況
の
中
で
、
日
本
は
関
税
問
題
に
と
ど
ま
る
こ

と
な
く
、
対
中
戦
略
の
最
前
線
に
位
置
す
る
国
と
し
て
、
台
湾
有
事
の
回
避
に
向
け
て
何
が
で
き
る
か
を
主
体
的
に
検
討
し
、
安
全
保
障

面
で
の
具
体
的
な
貢
献
を
示
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
説
い
て
い
る
。
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ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の

高
関
税
政
策
の

背
景
は
何
か
。

日
本
は
ど
の
よ
う
な

戦
略
を
と
る
べ
き
か
。

個別交渉でなく国際的な議論を、
企業は脱・株主至上主義を
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『Project2025』報告書、単一執行権理論、多様で健全な政策議論の封殺
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識
者
に
問
う

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
高
関
税
政
策
の
背
景
は
何
か
。
日
本
は
ど
の
よ
う
な
戦
略
を
と
る
べ
き
か
。

E X P E R T  O P I N I O N SR E C O M M E N D E D

識 者 が 読 者 に 推 薦 す る １ 冊

Stephen Skowronek, John A. Dearborn, and Desmond King〔2021〕

Phantoms of a Beleaguered Republic
The Deep State and the Unitary Executive

Oxford University Press

暴
走
す
る
大
統
領
権
限
、

政
策
の
不
確
実
性
を
見
極
め
て
中
期
的
な
対
応
を

平
松
彩
子

東
京
大
学
大
学
院

総
合
文
化
研
究
科

附
属
グ
ロ
ー
バ
ル
地
域
研
究
機
構

ア
メ
リ
カ
太
平
洋
地
域
研
究

セ
ン
タ
ー

准
教
授

ラ
ン
プ
大
統
領
の
関
税
政
策
は
、
政
権
で
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
務
め
て
い
る
経
済
学
者
、
ピ
ー
タ
ー
・

ナ
ヴ
ァ
ロ
の
発
想
に
起
源
が
あ
る
。
保
守
系
シ
ン
ク
タ
ン
ク
で
あ
る
ヘ
リ
テ
ー
ジ
財
団
か
ら

二
〇
二
三
年
四
月
に
発
行
さ
れ
た
『Project�2025

』
報
告
書
で
、
ナ
ヴ
ァ
ロ
は
、
こ
れ
ま
で
米
国
が
主
導

し
て
き
た
多
国
間
協
調
や
自
由
貿
易
体
制
を
全
否
定
し
て
い
る
。「
他
国
は
搾
取
的
で
相
互
の
互
恵
性
に
欠

き
、
米
国
の
貿
易
赤
字
を
不
当
に
押
し
上
げ
て
い
る
」
と
い
う
認
識
だ
。
と
り
わ
け
製
造
業
に
関
し
て
、
中

国
を
は
じ
め
と
す
る
海
外
に
流
出
し
て
失
わ
れ
た
雇
用
を
、
国
内
に
戻
し
て
再
興
す
る
こ
と
が
米
国
の
国
防

強
化
に
も
つ
な
が
る
と
主
張
す
る
。
し
か
し
関
税
を
引
き
上
げ
る
こ
と
が
唯
一
の
効
果
的
な
方
策
で
あ
る
と

な
ぜ
言
え
る
の
か
、
ま
た
な
ぜ
日
本
や
カ
ナ
ダ
な
ど
同
盟
国
に
も
高
関
税
を
課
す
の
か
、
理
解
に
苦
し
む
。

非
常
識
と
も
言
え
る
政
策
が
採
択
さ
れ
た
背
景
に
は
、
大
統
領
個
人
に
権
限
を
集
中
さ
せ
よ
う
と
す
る
動

き
が
あ
る
。
共
和
党
保
守
派
は
合
衆
国
憲
法
の
大
統
領
の
執
行
権
に
関
す
る
条
項
の
解
釈
を
め
ぐ
り
、
単
一

執
行
権
理
論
（unitary�executive�theory
）
と
呼
ば
れ
る
議
論
を
展
開
し
て
き
た
。
連
邦
政
府
の
省
庁
や

議
会
は
米
国
民
の
声
を
十
分
に
代
表
し
て
お
ら
ず
、
大
統
領
こ
そ
が
そ
の
声
を
一
元
的
に
代
表
し
得
る
唯
一

の
機
関
で
あ
る
の
で
、
す
べ
て
の
権
限
を
集
中
さ
せ
、
大
統
領
個
人
の
意
志
を
優
先
し
よ
う
と
す
る
も
の
で

あ
る
。

こ
の
理
論
を
前
面
に
押
し
出
し
て
い
る
の
が
第
二
次
ト
ラ
ン
プ
政
権
で
あ
る
。
単
純
化
さ
れ
た
政
策
ア
イ

デ
ア
が
ナ
ヴ
ァ
ロ
か
ら
ト
ラ
ン
プ
の
耳
に
入
り
、
そ
れ
を
大
統
領
令
な
ど
で
実
行
す
る
と
い
う
決
定
プ
ロ
セ

ス
に
な
っ
て
い
る
。
も
っ
と
も
、
議
会
の
多
数
は
ト
ラ
ン
プ
の
政
策
に
批
判
的
で
あ
る
。
し
か
し
、
表
立
っ

て
批
判
す
れ
ば
、
ト
ラ
ン
プ
支
持
者
か
ら
不
快
な
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
を
自
身
や
家
族
が
受
け
る
か
も
し
れ
な
い

と
い
う
恐
怖
が
あ
り
、
多
様
で
健
全
な
政
策
議
論
が
封
殺
さ
れ
る
状
況
が
生
ま
れ
て
い
る
。

ト
ラ
ン
プ
政
権
が
引
き
起
こ
す
不
確
実
性
の
高
い
状
況
は
、
少
な
く
と
も
二
〇
二
六
年
一
一
月
の
中
間
選

挙
ま
で
、
長
け
れ
ば
任
期
が
完
了
す
る
二
〇
二
九
年
一
月
ま
で
継
続
す
る
だ
ろ
う
。
仮
に
中
間
選
挙
で
議
会

が
民
主
党
多
数
に
な
っ
た
と
し
て
も
、
ト
ラ
ン
プ
が
議
会
の
閉
鎖
や
選
挙
の
中
止
を
求
め
た
り
、
二
〇
二
九

年
以
後
も
大
統
領
の
座
に
居
座
ろ
う
と
画
策
す
る
可
能
性
は
否
定
で
き
な
い
。
ト
ラ
ン
プ
は
秩
序
の
混
乱
や

不
確
実
性
そ
の
も
の
を
交
渉
材
料
と
し
て
、
米
国
に
と
っ
て
有
利
な
譲
歩
を
引
き
出
そ
う
と
す
る
だ
ろ
う
。

少
な
く
と
も
日
本
は
「
こ
れ
は
短
期
決
戦
で
は
な
い
」
と
い
う
構
え
で
、
米
国
の
政
策
の
不
確
実
性
を
丁
寧

に
見
極
め
、
対
応
策
を
練
っ
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

� ト専
門
は
現
代
米
国
政
治
。
二
〇
世
紀
後
半
以
後
の
米
国
の
政
治
動
向
に
つ
い
て
、
連
邦
議
会
や
政
党
改
革
、
投
票
権
保
護
な
ど
多
面
的
な

視
点
か
ら
分
析
を
行
っ
て
き
た
。
二
〇
一
六
年
、ジ
ョ
ン
ズ
・
ホ
プ
キ
ン
ズ
大
学
よ
りPh.D.

取
得
。
南
山
大
学
外
国
語
学
部
講
師
を
経
て
、

二
〇
二
一
年
よ
り
現
職
。
ア
メ
リ
カ
学
会
評
議
員
、
日
本
比
較
政
治
学
会
理
事
な
ど
を
務
め
る
。
主
な
論
文
と
し
て
、「
共
和
党
に
お
け

る
ト
ラ
ン
プ
と
支
持
派
の
今
後
―
連
邦
議
会
予
備
選
挙
に
お
け
る
資
金
の
供
給
源
」『
国
際
問
題
』（
二
〇
二
三
年
）、「
ア
メ
リ
カ
政
治
に

お
け
る
自
由
と
参
加
―
民
主
化
後
の
政
治
代
表
」『
ア
メ
リ
カ
研
究
』（
二
〇
二
四
年
）
な
ど
。

平
松
彩
子
（
ひ
ら
ま
つ
・
あ
や
こ
）
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識
者
に
問
う

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
高
関
税
政
策
の
背
景
は
何
か
。
日
本
は
ど
の
よ
う
な
戦
略
を
と
る
べ
き
か
。

E X P E R T  O P I N I O N SR E C O M M E N D E D

識 者 が 読 者 に 推 薦 す る １ 冊

個
別
交
渉
で
な
く
国
際
的
な
議
論
を
、

企
業
は
脱
・
株
主
至
上
主
義
を

志
賀
俊
之

株
式
会
社
Ｉ
Ｎ
Ｃ
Ｊ

代
表
取
締
役
会
長
（
Ｃ
Ｅ
Ｏ
）

ラ
ン
プ
大
統
領
が
高
関
税
政
策
を
掲
げ
た
背
景
に
は
「
米
国
が
戦
後
、
自
由
貿
易
で
市
場
を
開
放
し
、

世
界
中
か
ら
さ
ま
ざ
ま
な
製
品
を
受
け
入
れ
た
結
果
、
米
国
の
製
造
業
が
空
洞
化
し
、
巨
額
の
貿
易

赤
字
が
生
じ
た
」
と
の
主
張
が
あ
る
。
こ
れ
に
は
も
っ
と
も
な
面
が
あ
る
が
、
製
造
業
が
空
洞
化
し
た
真
の

原
因
は
、
経
営
者
に
株
主
至
上
主
義
が
蔓ま

ん

延え
ん

し
た
こ
と
で
あ
ろ
う
。
グ
ロ
ー
バ
ル
な
市
場
と
株
主
で
あ
る
投

資
家
の
み
に
目
を
向
け
、
自
国
外
か
ら
製
品
を
安
価
に
製
造
・
調
達
す
る
こ
と
を
選
ん
で
節
税
に
励
み
、
国

内
の
雇
用
と
納
税
と
い
う
自
国
へ
の
貢
献
を
軽
視
し
た
。
そ
の
結
果
、
米
国
は
一
九
九
〇
年
代
に
製
造
業
か

ら
Ｉ
Ｔ
産
業
へ
産
業
構
造
の
転
換
に
成
功
し
た
が
、
国
内
の
衰
退
産
業
の
就
業
者
は
置
き
去
り
に
さ
れ
た
。

経
営
者
を
選
ぶ
の
は
株
主
・
投
資
家
だ
が
、
政
治
リ
ー
ダ
ー
で
あ
る
大
統
領
を
選
ぶ
の
は
国
民
で
あ
る
。

そ
の
内
訳
を
み
れ
ば
、
Ｉ
Ｔ
産
業
で
富
を
得
た
者
よ
り
、
産
業
構
造
の
転
換
で
救
わ
れ
な
か
っ
た
労
働
者
の

方
が
よ
ほ
ど
多
い
。
後
者
の
力
が
「
米
国
第
一
主
義
」
の
ト
ラ
ン
プ
政
権
を
誕
生
さ
せ
た
。
ト
ラ
ン
プ
の
目

的
は
、
高
関
税
で
製
造
業
を
支
援
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、「
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
下
で
の
利
益
重
視
の

企
業
経
営
」
と
「
米
国
内
へ
の
貢
献
」
と
の
間
に
あ
る
根
本
的
な
矛
盾
に
対
応
す
る
こ
と
で
あ
る
。
関
税
は

ト長
期
的
に
は
米
国
の
産
業
競
争
力
を
削そ

ぐ
可
能
性
が
高
い
が
、
ト
ラ
ン
プ
は
こ
の
政
策
で
米
国
の
根
深
い
問

題
に
対
処
し
よ
う
と
し
て
い
る
の
で
あ
り
、
簡
単
に
は
撤
回
で
き
な
い
と
考
え
る
べ
き
だ
。

株
主
至
上
主
義
が
も
た
ら
し
た
矛
盾
の
解
消
に
は
、
日
本
も
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
。
ま
ず
、
最
も
安
価

な
部
品
を
世
界
中
か
ら
調
達
す
る
世
界
規
模
で
の
最
適
調
達
を
見
直
す
。
そ
し
て
、
生
産
地
で
調
達
で
き
る

も
の
は
そ
こ
で
調
達
す
る
と
い
う
、
現
地
化
優
先
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を
構
築
し
地
元
に
貢
献
す
べ
き
だ
。

ま
た
、
企
業
経
営
文
化
を
転
換
し
、
株
主
優
先
か
ら
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
優
先
の
価
値
観
を
浸
透
さ
せ
る
べ

き
だ
。
投
資
家
に
も
、
目
先
の
株
価
よ
り
も
、
製
品
を
消
費
す
る
国
で
こ
そ
生
産
す
る
と
い
う
「
地
消
地
産
」

の
考
え
方
を
取
り
入
れ
た
、
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
重
視
型
の
経
営
者
を
評
価
す
る
視
点
を
求
め
た
い
。

日
本
が
こ
の
理
不
尽
な
経
済
政
策
に
対
抗
す
る
に
は
、
不
利
に
な
り
か
ね
な
い
個
別
交
渉
で
は
な
く
、
Ｇ

７
や
Ｇ
20
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
と
い
っ
た
国
際
的
な
議
論
の
場
で
是
正
を
求
め
る
べ
き
で
は
な
い
か
。
そ
の
場
で
、
米

国
の
政
策
だ
け
で
な
く
、
米
国
が
脅
威
を
覚
え
る
、「
中
国
製
造
二
〇
二
五
」
に
象
徴
さ
れ
る
中
国
の
過
剰

な
生
産
能
力
に
よ
る
輸
出
攻
勢
、
不
正
な
補
助
金
な
ど
へ
の
規
制
も
働
き
か
け
る
べ
き
で
あ
る
。
議
論
を
通

じ
て
、
米
、
中
を
組
み
込
ん
で
自
由
貿
易
を
守
り
、
協
調
体
制
を
作
り
上
げ
て
い
か
ね
ば
な
ら
な
い
。

�元
日
産
自
動
車
最
高
執
行
責
任
者
（
二
〇
〇
五
～
二
〇
一
三
）。
カ
ル
ロ
ス
・
ゴ
ー
ン
氏
と
と
も
に
、
グ
ロ
ー
バ
ル
展
開
す
る
日
産
自
動

車
の
経
営
を
担
っ
た
。
就
任
中
、
円
高
が
進
行
す
る
中
で
、
国
内
生
産
一
〇
〇
万
台
維
持
を
掲
げ
、
九
州
工
場
を
分
社
化
し
て
競
争
力
を

向
上
。
一
九
七
六
年
日
産
自
動
車
入
社
。
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
進
出
、
ル
ノ
ー
と
の
提
携
締
結
な
ど
で
活
躍
。
二
〇
〇
五
年
に
最
高
執
行
責
任

者
（
Ｃ
Ｏ
Ｏ
）
に
就
任
。
二
〇
一
三
年
に
代
表
取
締
役
副
会
長
。
二
〇
一
五
年
よ
り
現
職
。
日
本
自
動
車
工
業
会
会
長
、
経
済
同
友
会
副

代
表
幹
事
な
ど
を
歴
任
。
共
著
に
『
知
識
ゼ
ロ
か
ら
の
人
を
動
か
す
「
聞
く
力
」』（
幻
冬
舎
、
二
〇
一
四
年
）。

志
賀
俊
之
（
し
が
・
と
し
ゆ
き
）
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識
者
に
問
う

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
高
関
税
政
策
の
背
景
は
何
か
。
日
本
は
ど
の
よ
う
な
戦
略
を
と
る
べ
き
か
。

E X P E R T  O P I N I O N SR E C O M M E N D E D

識 者 が 読 者 に 推 薦 す る １ 冊

自
由
民
主
主
義
国
と
連
携
、

新
た
な
グ
ロ
ー
バ
ル
関
税
戦
略
の
提
示
を

ラ
ン
プ
大
統
領
は
貿
易
赤
字
の
解
消
を
掲
げ
、
世
界
各
国
に
対
し
高
い
関
税
率
を
課
す
こ
と
を
打
ち

出
し
た
。
政
権
の
後
ろ
盾
と
な
っ
て
い
る
起
業
家
の
ピ
ー
タ
ー
・
テ
ィ
ー
ル
や
イ
ー
ロ
ン
・
マ
ス
ク

は
関
税
政
策
に
反
対
だ
が
、
ト
ラ
ン
プ
は
そ
れ
を
否
定
し
て
で
も
高
い
関
税
政
策
を
推
進
し
て
い
る
。
彼
の

思
想
の
基
盤
に
あ
る
の
は
、「
勤
勉
な
労
働
者
が
国
を
支
え
る
倫
理
」
を
米
国
に
取
り
戻
す
と
い
う
、
新
保

守
主
義
（
ネ
オ
コ
ン
）
の
理
念
で
あ
る
。
目
的
は
、
た
と
え
商
品
が
割
高
に
な
っ
て
も
、
高
関
税
を
課
し
て

製
造
業
を
米
国
内
に
呼
び
戻
し
、
白
人
労
働
者
階
級
を
復
活
さ
せ
る
こ
と
で
あ
る
。
新
保
守
主
義
は
米
国
で

一
九
七
〇
年
代
以
降
、
形
を
変
え
て
続
い
て
お
り
、
ト
ラ
ン
プ
の
思
想
も
そ
の
一
つ
に
位
置
づ
け
ら
れ
る
。

こ
れ
は
新
自
由
主
義
の
思
想
に
似
て
い
る
が
、
新
自
由
主
義
が
個
人
の
倫
理
観
の
多
様
性
を
認
め
る
の
に
対

し
、
新
保
守
主
義
は
プ
ロ
テ
ス
タ
ン
テ
ィ
ズ
ム
的
な
勤
労
道
徳
を
重
視
す
る
の
が
特
徴
で
あ
る
。

高
関
税
に
よ
る
製
造
業
の
復
活
と
い
う
ト
ラ
ン
プ
の
シ
ナ
リ
オ
は
、
四
年
の
任
期
内
で
は
お
そ
ら
く
実
現

で
き
ず
、
一
〇
～
二
〇
年
と
い
う
時
間
を
要
す
る
。
ト
ラ
ン
プ
は
長
期
的
な
こ
と
を
や
ろ
う
と
し
て
、
引
き

戻
せ
な
い
政
治
を
つ
く
る
こ
と
を
狙
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
。
一
方
、
資
源
が
な
く
、
貿
易
依
存
度
が
高

い
日
本
に
と
っ
て
、
ト
ラ
ン
プ
の
関
税
政
策
に
よ
る
影
響
は
大
き
い
。
し
か
し
、
ト
ラ
ン
プ
の
言
動
一
つ
ひ

と
つ
に
あ
た
ふ
た
し
て
は
常
に
劣
勢
に
立
た
さ
れ
る
。
日
本
は
「
あ
る
べ
き
関
税
制
度
と
は
何
か
」
と
い
う

構
想
の
議
論
を
仕
掛
け
て
、
着
地
点
を
探
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

そ
の
構
想
と
は
、
関
税
政
策
を
活
用
し
て
、
法
の
支
配
の
下
で
の
自
由
貿
易
と
、
そ
れ
に
よ
る
世
界
平
和

の
実
現
を
目
指
す
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
二
一
世
紀
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
で
、
経
済
的
に
負
け
た
の
は
自
由
民

主
主
義
国
で
あ
り
、
勝
利
し
た
の
は
中
国
な
ど
の
権
威
主
義
国
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
国
に
対
し
て
、
法
の
支

配
や
民
主
主
義
の
実
現
を
求
め
て
い
か
ね
ば
な
ら
な
い
。
し
か
し
、
直
接
的
な
内
政
干
渉
は
で
き
な
い
し
、

独
裁
な
ど
を
理
由
に
貿
易
を
断
交
す
る
の
も
戦
争
の
リ
ス
ク
を
高
め
る
た
め
望
ま
し
く
な
い
。
そ
こ
で
、
非

民
主
主
義
国
に
対
し
て
は
高
関
税
を
課
し
、
法
の
支
配
や
民
主
主
義
の
実
現
の
状
況
に
応
じ
て
関
税
率
を
引

き
下
げ
、
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
与
え
て
い
く
の
で
あ
る
。

そ
れ
が
グ
ロ
ー
バ
ル
な
正
義
に
か
な
っ
た
関
税
構
想
で
あ
り
、
米
国
が
優
位
に
立
て
る
グ
ロ
ー
バ
ル
戦
略

で
も
あ
る
。
そ
の
こ
と
を
、
日
本
は
他
の
自
由
民
主
主
義
国
と
も
連
携
し
、
米
国
に
主
張
し
て
い
く
必
要
が

あ
る
。

�専
門
は
政
治
哲
学
、
社
会
学
、
自
由
主
義
、
経
済
思
想
。「
自
由
」
を
キ
ー
ワ
ー
ド
に
長
年
思
索
を
重
ね
、
多
く
の
著
作
を
発
表
。「
テ
ッ

ク
起
業
家
た
ち
の
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
―
イ
ー
ロ
ン
・
マ
ス
ク
と
ピ
ー
タ
ー
・
テ
ィ
ー
ル
」（『
世
界
』
二
〇
二
五
年
五
月
号
）
で
は
、
ト
ラ
ン

プ
政
権
の
背
後
に
あ
る
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
を
分
析
。
東
京
大
学
総
合
文
化
研
究
科
相
関
社
会
科
学
専
攻
博
士
課
程
単
位
取
得
退
学
。
博
士（
学

術
）。
北
海
道
大
学
大
学
院
経
済
学
研
究
科
専
任
講
師
、
同
准
教
授
を
経
て
、
現
職
。
シ
ノ
ド
ス
国
際
社
会
動
向
研
究
所
所
長
も
務
め
る
。

最
新
著
書
は
『
自
生
化
主
義
―
自
由
な
社
会
は
い
か
に
し
て
可
能
か
』（
勁
草
書
房
、
二
〇
二
五
年
）。
ほ
か
、
著
書
多
数
。

橋
本 

努
（
は
し
も
と
・
つ
と
む
）

橋
本 

努

北
海
道
大
学

大
学
院
経
済
学
研
究
院

教
授

ト

橋本努〔2007〕

帝国の条件
自由を育む秩序の原理

弘文堂

推薦理由：この本で私は、自由で民主的な世界を築くための関税構想案をデザインしました。
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識
者
に
問
う

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
高
関
税
政
策
の
背
景
は
何
か
。
日
本
は
ど
の
よ
う
な
戦
略
を
と
る
べ
き
か
。

E X P E R T  O P I N I O N SR E C O M M E N D E D

識 者 が 読 者 に 推 薦 す る １ 冊

ト
ラ
ン
プ
の
経
済
政
策
を
好
機
と
し
て
、

新
た
な
関
係
国
の
多
様
化
を
進
め
よ

大
橋 

弘

東
京
大
学

大
学
院
経
済
学
研
究
科

教
授

ラ
ン
プ
政
権
に
お
け
る
経
済
政
策
は
、
そ
の
政
策
運
営
や
発
信
の
仕
方
に
稚
拙
さ
の
印
象
は
拭
え
な

い
も
の
の
、
世
界
経
済
の
大
き
な
転
換
点
と
な
っ
た
二
〇
〇
八
年
秋
の
世
界
金
融
危
機
か
ら
の
流
れ

を
受
け
継
い
で
い
る
よ
う
に
見
え
る
。
こ
の
転
換
点
を
形
作
る
の
は
、
自
国
主
義
と
、
そ
れ
を
支
え
る
手
段

と
し
て
の
産
業
政
策
の
復
権
で
あ
る
。
世
界
金
融
危
機
で
は
、
わ
が
国
で
も
日
本
航
空
に
対
す
る
支
援
な
ど

が
み
ら
れ
た
も
の
の
、
当
時
の
各
国
首
脳
は
、
世
界
大
恐
慌
の
苦
い
経
験
か
ら
の
教
訓
を
踏
ま
え
、
産
業
政

策
が
保
護
主
義
に
つ
な
が
る
こ
と
の
回
避
に
努
め
た
。

そ
の
後
、
二
〇
一
七
年
に
発
足
し
た
第
一
次
ト
ラ
ン
プ
政
権
は
、
む
き
出
し
の
自
国
優
先
主
義
を
打
ち
出

す
。
二
国
間
交
渉
の
方
が
有
利
な
条
件
を
引
き
出
せ
る
と
し
て
、
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定
（
Ｔ

Ｐ
Ｐ
）
か
ら
離
脱
。
知
的
財
産
の
侵
害
を
理
由
に
中
国
に
対
し
て
制
裁
関
税
を
課
し
た
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
の
感
染
拡
大
で
は
、
類
似
の
動
き
が
他
の
自
由
主
義
国
に
も
広
が
っ
た
。
例
え
ば
八
〇
を
上
回
る
国
々

が
医
療
用
防
護
服
な
ど
の
輸
出
規
制
を
実
施
す
る
な
ど
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
が
分
断
さ
れ
、

自
国
優
先
・
自
前
主
義
の
動
き
を
前
に
、
わ
が
国
で
も
、
経
済
安
全
保
障
に
対
す
る
制
度
整
備
が
行
わ
れ
た
。

米
国
の
産
業
支
援
へ
の
シ
フ
ト
は
バ
イ
デ
ン
政
権
で
強
化
さ
れ
、
国
内
産
業
向
け
の
補
助
金
政
策
が
積
極

的
に
打
ち
出
さ
れ
た
。
現
ト
ラ
ン
プ
政
権
に
お
け
る
、
関
税
を
手
段
と
し
て
製
造
業
を
中
心
に
し
た
国
内
投

資
促
進
策
の
推
進
も
、
自
国
優
先
主
義
に
よ
る
産
業
政
策
を
さ
ら
に
先
鋭
化
し
た
も
の
だ
。

経
済
学
で
い
う
完
全
競
争
が
成
立
し
な
い
現
実
で
は
、
自
由
貿
易
は
貿
易
国
間
の
信
頼
関
係
の
な
か
で
成

立
す
る
。
高
関
税
を
振
り
か
ざ
し
、
自
国
優
先
を
唱
え
る
大
国
の
前
で
、
ナ
イ
ー
ブ
な
自
由
経
済
主
義
は
自

国
の
利
益
を
守
る
こ
と
を
困
難
に
す
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
含
め
て
資
源
が
乏
し
く
、
市
場
規
模
も
縮
小
す
る

わ
が
国
は
、
戦
略
的
な
関
係
国
と
結
び
つ
き
を
見
出
し
な
が
ら
も
、
経
済
的
な
自
立
性
と
関
係
国
に
と
っ
て

の
不
可
欠
性
を
確
保
す
る
必
要
が
あ
る
。

日
本
は
、
長
す
ぎ
る
経
済
停
滞
を
経
て
、
産
業
構
造
の
転
換
と
新
た
な
付
加
価
値
創
出
が
待
っ
た
な
し
だ
。

脱
炭
素
化
へ
の
取
り
組
み
を
名
目
に
、
日
本
で
も
新
た
な
機
軸
を
基
礎
と
し
た
産
業
政
策
が
進
め
ら
れ
て
い

る
。
そ
こ
で
は
、
ア
ジ
ア
・
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
共
同
体
（
Ａ
Ｚ
Ｅ
Ｃ
）
を
中
心
に
、
日
本
が
ア
ジ
ア
大
の

経
済
圏
を
形
成
す
る
取
り
組
み
も
含
ま
れ
る
。
米
国
離
れ
が
ア
ジ
ア
各
国
で
進
む
現
状
を
、
わ
が
国
が
多
様

な
関
係
国
に
経
済
基
盤
を
作
る
好
機
と
捉
え
、
ぶ
れ
ず
に
現
在
の
取
り
組
み
を
加
速
す
る
べ
き
だ
ろ
う
。

�専
門
は
産
業
組
織
論
、
競
争
政
策
。
企
業
行
動
や
消
費
者
行
動
を
産
業
組
織
論
の
観
点
か
ら
分
析
し
、
競
争
政
策
や
産
業
政
策
の
評
価
・

検
証
を
行
っ
て
い
る
。
ノ
ー
ス
ウ
ェ
ス
タ
ン
大
学Ph.D.

取
得
。
ブ
リ
テ
ィ
ッ
シ
ュ
・
コ
ロ
ン
ビ
ア
大
学
経
営
・
商
学
部
助
教
授
、
東
京

大
学
大
学
院
経
済
学
研
究
科
准
教
授
を
経
て
、
二
〇
一
二
年
よ
り
現
職
。
ま
た
、
二
〇
二
二
年
よ
り
副
学
長
を
務
め
る
。
二
〇
一
四
年
に

日
本
経
済
学
会
・
石
川
賞
、
ま
た
、
著
書
『
競
争
政
策
の
経
済
学
―
人
口
減
少
・
デ
ジ
タ
ル
化
・
産
業
政
策
』（
日
本
経
済
新
聞
出
版
、

二
〇
二
一
年
）
に
て
、
日
経
・
経
済
図
書
文
化
賞
を
受
賞
。

大
橋 

弘
（
お
お
は
し
・
ひ
ろ
し
）

大橋弘〔2021〕

競争政策の経済学
人口減少・デジタル化・産業政策

日本経済新聞出版

ト
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識
者
に
問
う

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
高
関
税
政
策
の
背
景
は
何
か
。
日
本
は
ど
の
よ
う
な
戦
略
を
と
る
べ
き
か
。

E X P E R T  O P I N I O N SR E C O M M E N D E D

識 者 が 読 者 に 推 薦 す る １ 冊

経
済
と
安
保
は
連
動
、
日
本
は
主
体
的
に

戦
略
を
構
築
し
パッ
ケ
ー
ジ
で
提
案
を

峯
村
健
司

一
般
財
団
法
人

キ
ヤ
ノ
ン
グ
ロ
ー
バ
ル
戦
略

研
究
所

主
任
研
究
員

ラ
ン
プ
政
権
は
、
一
次
と
二
次
の
両
方
と
も
対
中
強
硬
政
策
を
と
る
が
、
考
え
方
は
異
な
る
。
第
一

次
政
権
で
は
、
中
国
共
産
党
打
倒
を
目
的
と
す
る
「
体
制
転
換
派
」
が
主
導
し
て
い
た
。
し
か
し
、

彼
ら
は
現
政
権
に
い
な
い
。
今
の
政
権
で
は
「
優
先
順
位
派
」
が
重
要
な
位
置
を
占
め
る
。
優
先
順
位
派
は
、

米
国
が
も
は
や
超
大
国
で
は
な
い
と
の
認
識
に
立
ち
、
中
国
の
ア
ジ
ア
覇
権
を
拒
否
す
る
こ
と
に
リ
ソ
ー
ス

を
優
先
的
に
注
ぐ
べ
き
だ
と
考
え
て
い
る
。
理
論
的
支
柱
は
国
防
総
省
の
ナ
ン
バ
ー
３
、
コ
ル
ビ
ー
国
防
次

官
だ
。
彼
は
、
台
湾
侵
攻
を
防
ぐ
た
め
に
、
日
本
を
中
心
に
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
な
ど
と
反
覇

権
連
合
を
つ
く
ろ
う
と
考
え
て
い
る
。
コ
ル
ビ
ー
の
影
響
を
強
く
受
け
て
い
る
の
が
ヴ
ァ
ン
ス
副
大
統
領
で

あ
る
。
ヴ
ァ
ン
ス
は
、
国
際
問
題
か
ら
米
国
が
手
を
引
く
べ
き
だ
と
い
う
立
場
に
も
近
い
も
の
の
、
中
国
の

脅
威
に
向
き
合
う
必
要
性
を
感
じ
て
お
り
、
対
中
対
応
を
優
先
す
る
姿
勢
を
見
せ
る
。
ト
ラ
ン
プ
政
権
の
重

要
課
題
は
優
先
順
位
派
の
意
向
に
基
づ
く
対
中
抑
止
と
見
る
べ
き
だ
。

対
中
強
硬
路
線
を
と
る
米
国
と
の
交
渉
で
、
日
本
は
関
税
だ
け
に
気
を
取
ら
れ
て
は
い
け
な
い
。�

ト
ラ

ン
プ
大
統
領
の
対
外
政
策
の
特
徴
は
、
経
済
と
安
全
保
障
を
連
動
さ
せ
る
こ
と
に
あ
る
。
こ
う
し
た
中
で
の

ト日
本
と
の
関
税
交
渉
を
担
当
し
て
い
る
ベ
ッ
セ
ン
ト
財
務
長
官
が
「
日
本
は
先
頭
」
と
発
言
し
た
こ
と
は
、

米
国
が
欧
州
や
中
東
の
優
先
順
位
を
下
げ
、
ア
ジ
ア
に
、
な
か
ん
ず
く
日
本
に
高
い
優
先
順
位
を
与
え
た
こ

と
を
意
味
す
る
。
米
国
に
と
っ
て
、
対
中
最
前
線
に
あ
る
日
本
の
重
要
性
は
い
ま
だ
か
つ
て
な
く
高
い
。
日

米
同
盟
は
、
日
本
に
と
っ
て
対
中
対
応
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
で
あ
り
、
日
本
の
重
要
度
が
上
が
っ
た
こ
の
機
に

同
盟
の
ア
ッ
プ
グ
レ
ー
ド
を
図
り
つ
つ
、
自
国
の
防
衛
力
を
強
化
す
べ
き
だ
。

ゆ
え
に
日
本
は
主
体
的
に
戦
略
を
定
め
、
包
括
的
な
パ
ッ
ケ
ー
ジ
を
構
築
し
て
、
米
国
と
交
渉
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
す
な
わ
ち
、
国
防
費
を
ま
す
ま
す
増
大
さ
せ
る
中
国
の
脅
威
を
日
本
は
自
ら
評
価
し
、
台
湾

侵
攻
を
含
む
台
湾
有
事
を
起
こ
さ
せ
な
い
た
め
に
何
が
で
き
る
か
、
何
が
足
り
な
い
の
か
を
吟
味
す
る
。
そ

の
う
え
で
、
米
国
に
何
を
補
っ
て
も
ら
う
か
を
明
確
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
う
し
た
安
全
保
障
部
分

で
の
貢
献
を
積
極
的
に
示
す
姿
勢
は
、
関
税
交
渉
を
円
滑
に
す
る
。

さ
ら
に
未
来
を
展
望
す
る
な
ら
ば
、
米
国
が
対
中
デ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
に
突
き
進
む
と
き
、
日
本
は
ど
の
よ

う
な
関
係
を
米
国
、
中
国
そ
れ
ぞ
れ
と
持
つ
の
か
、
主
体
的
に
選
択
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
る
だ
ろ
う
。

安
全
保
障
は
米
国
、
経
済
は
中
国
と
い
う
虫
の
良
い
時
代
は
終

し
ゅ
う

焉え
ん

を
迎
え
つ
つ
あ
る
の
だ
。

�米
国
お
よ
び
中
国
で
の
長
年
に
わ
た
る
調
査
・
取
材
に
基
づ
き
、
両
国
の
政
治
・
外
交
事
情
に
精
通
、
精
力
的
に
分
析
を
行
っ
て
い
る
シ

ン
ク
タ
ン
カ
ー
。
一
九
九
七
年
、
青
山
学
院
大
学
国
際
政
治
経
済
学
部
国
際
政
治
学
科
卒
業
、
朝
日
新
聞
社
入
社
。
中
国
総
局
（
北
京
）

特
派
員
、
米
州
総
局
（
ワ
シ
ン
ト
ン
）
特
派
員
、
編
集
委
員
（
外
交
・
ア
メ
リ
カ
中
国
担
当
）
を
務
め
る
。
二
〇
二
二
年
よ
り
現
職
。
北

海
道
大
学
公
共
政
策
大
学
院
客
員
教
授
。
中
国
の
安
全
保
障
政
策
や
情
報
政
策
に
関
す
る
報
道
で
「
ボ
ー
ン
・
上
田
記
念
国
際
記
者
賞
」

を
二
〇
一
一
年
に
、
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
の
個
人
情
報
管
理
問
題
の
ス
ク
ー
プ
と
関
連
報
道
で
新
聞
協
会
賞
を
二
〇
二
一
年
に
受
賞
。

峯
村
健
司
（
み
ね
む
ら
・
け
ん
じ
）

橋爪大三郎・峯村健司〔2024〕

あぶない中国共産党
小学館新書
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データで 見る 戦略を立てよ
トランプ2.0の実相を理解し、

トランプ関税をめぐる動き米国の貿易赤字の対名目 GDP 比とその国・地域別内訳（1985-2024）

トランプ関税に対する米国内での評価

出所）�赤字額につき米国商務省国勢調査局�（https://www.census.gov/foreign-trade/statistics/country/index.html）より、GDP
につき同省経済分析局（https://www.bea.gov/itable/national-gdp-and-personal-income）より、NIRA作成。

注 1）調査はGallup が 2025年 4月 2-15 日に 18歳以上の成人 2,036 人を対象に実施した。
注 2）図中の数値は四捨五入したものであり、合計が 100%にならないことがある。
出所）�Gallup ウェブサイト（https://news.gallup.com/poll/660002/americans-skeptical-benefits-tariffs.aspx）より。2025年

5月 19日最終アクセス。

注）青は株価の動き、オレンジは米中関係に関するできごと。
出所）日本経済新聞、毎日新聞、朝日新聞の各紙、および日本貿易振興機構（JETRO）のウェブサイトよりNIRA作成。

注）�横軸は、2024年における米国の各国・地域に対する輸出入比率（Export/Import�Ratio）。縦軸は、各国に対する米国の追加関税率・
相互関税率の合計（4月 2日時点）。

出所）�中国の追加関税を20％に引き上げる大統領令（2025年3月3日）、カナダに対する追加関税に関する大統領令（2025年2月1日）、
メキシコに対する追加関税に関する大統領令（2025年 2月1日）につきWhite�House のウェブサイトより、追加関税につき
White�House の Xアカウント投稿（2025年 4月 2日）より、輸出入比率につき米国商務省経済分析局のデータより、NIRA作成。

米国の各国・地域に対する追加関税率・相互関税率と 2024 年の輸出入比率

2024 年の輸出入比率（％）
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2025年
1 月20日 トランプ大統領就任

2月～ 3月 米→中国に合計で20％の追加関
税

4月 2日 「相互関税」の導入を発表

4月 4日 NYダウ平均2231ドル下落

4月 5日 「相互関税」ベースライン分
（10％）の発動

4月 9日 「相互関税」上乗せ分の発動

「相互関税」上乗せ分を90日停
止

NYダウ平均2962ドル上昇

4月11日 米→中国への「相互関税」を
125％に引き上げ
追加関税の合計が145％に

60

50

40

30

20

10

0

追
加
関
税
＋
相
互
関
税
（
％
）

（%）
4 月12日 中→米国への報復関税が合計で

125％に

4月16日 第 1回日米閣僚級交渉

5月 2日 第 2回日米閣僚級交渉

5月 3日 自動車部品に対して25％の追加
関税

5月 8日 米英が関税の引き下げなどで合
意

5月10～11日 米中がスイスで関税協議

5月12日 米中が追加関税を暫定的に
115％下げることで合意（対中
145％→30％、対米125％→10％）

6月12～15日 G7プーリア・サミット（予定）

メキシコ
EU

カナダ

中国日本

その他

（％）1000 20 40 60 80

他国に関税を払うことになるのではなく、アメリカにお金をもたらすと思う
他国から入ってくるお金より、アメリカが払うお金の方が多くなると思う

成人全体 29 70

共和党支持 63 36

無党派 25 74

民主党支持 4 96

オーストラリアオーストラリア

中国中国

ブラジルブラジル
イギリスイギリス

シンガポールシンガポール
イスラエルイスラエル

メキシコメキシコ
マレーシアマレーシア

赤字国 黒字国
ベトナムベトナム

スイススイス
インドインド

韓国韓国
日本日本
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サウジアラビアサウジアラビア

カナダカナダ

EUEU
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